 11.　防災計画づくりに女性（ジェンダー・多様性）視点を　

	

	【問題提起】

①　自治体の責務として

　　国の防災基本計画では「防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現場における女性や高齢者、障害者などの参画を拡大し、男女共同参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制を確立する必要がある」と明記されていますが、自治体の「地域防災計画」にも反映させるため、地域防災会議への女性と多様な立場の人の参画を進める必要があります。また、関連する領域は多岐にわたるため、十分な議論の場も必要です。これまで、国・自治体の防災政策の決定過程に女性がほとんど参加していないのが日本の現状であり、人口の半分を占める女性の視点や介護・育児を含む暮らしの視点による対策がとられてきたとは言い難い状況です。しかし、2005年以降、国の防災計画では男女双方の視点、女性の参画、女性・子育て家庭へのニーズの配慮、といったことが、防災（地域防災活動を含む）・被災者支援・避難所運営・仮設住宅から復興まで、災害の各段階で記載されるようになりました。これを受けて自治体は具体的な取り組みを進める責務があるといえます。（関連個所の抜粋は章末）

②　災害時でも実効性のある計画なのか

　　「地域防災計画」の内容が、実際の災害対応においてもどれだけ、ジェンダー・多様性の視点を反映できる形になっているかが重要です。

③　自主防災組織育成や市民との連携に女性の参画・多様性の視点があるか

　　災害直後の共助の要となる地域組織で女性が活躍できる環境作りや、専門性やネットワーク力のある女性団体など多様な連携が求められています。

	


【処方箋－１】地方防災会議の女性委員を増やす、危機管理・防災部門に女性担当者を配置する、作業部会等を作って十分に議論する

　国・地方、いずれの防災会議でも委員は男性が大多数を占めますが、組織や部門を代表とするいわゆる宛職で構成されているためです。2012年６月、災害対策基本法が改正され、防災会議の委員に「自主防災組織を代表する者又は、学識経験のある者」を充てることができるようになったので（第15条５項）、女性委員を増やしやすくなりました。内閣府・消防庁から出された運用のための通知には、この新たな項を加えることにより、「男女共同参画の推進及び高齢者や障害者などの多様な主体の参画を促進することとし、地域防災計画及びそれに基づく各種防災対策の充実を図ろうとするものである」、「広く自主防災組織の代表者等や大学教授等の研究者のほか、ボランティアなどのＮＰＯや、女性・高齢者・障害者団体の代表者等を想定している」と明記されています。これを受け、都道府県のみならず市町村でも防災会議条例を変更し、女性委員を増やすところが徐々に増えています。

　しかし、防災会議は年に１、２回程度の開催であり、多岐にわたる課題を十分に議論することは難しく、実際に計画作成の作業を進めるのは自治体職員です。したがって、危機管理・防災部門に女性職員を配置して計画策定にも関与できるようにする、庁内の関連部署の女性職員にも協議に参加してもらう、地域防災会議に女性の視点による対策を協議する特別部会やワーキングチームを設けるといったことも重要です。

　例えば東京都港区は、2012年５月に「港区防災会議港区地域防災計画に女性の視点を反映させる部会」を発足させ、女性の外部専門委員３名と、区の防災・男女共同参画・子育て支援・教育委員会の各担当者で徹底した課題出しを行いました。別途区民に行ったアンケート調査結果も反映する形でまとまった報告書は、「地域防災計画」への反映が進められ、パブリックコメントを経て2013年３月に策定されました。また、高知県高知市では女性職員による「女性の視点による南海地震対策検討委員会」を発足させて検討を行うなど、自治体の意思次第で、工夫は可能です。

【処方箋－２】災害時の関係主体の役割明記、マニュアル策定など

　まず、自治体の体制として、男女共同参画部署や男女共同参画センターの防災・災害時における役割を明記する必要があります。災害時でも相談支援窓口を維持・開設し、避難所の環境改善提案や支援に必要な情報の提供、暴力防止のための啓発と被害者支援、女性の専門家派遣、被災状況をより詳しく把握するための男女別統計の実施など、災害対策本部と連携した取り組みを進めることができるようにしなければなりません。要援護者支援では、高齢者、障害者担当部署はもちろん、男女共同参画や子育て、多文化共生担当部署の役割と関連領域の民間団体との連携も重要です。

　避難所運営についても、男女双方の責任者を置く、女性や多様な人が参画しやすい運営を行うといった方針を明記し、男女別の更衣室・トイレの設置や相談支援など、安全対策など、環境基準や運営上必要な取り組みを盛り込みます（第２部3.参照）。また、この方針にしたがった、避難所ごとのマニュアルの策定と訓練の実施を明記することで、実践性が高まります。さらに避難所マニュアルの作成や内容の点検・訓練は、女性や多様な関係者を含む住民参加で行われることが望ましいといえます。

　その他、国の防災基本計画に記載されている項目は全て取り組みを進める必要があります。

【処方箋－３】自治体職員や災害支援関係者に対する研修を実施する

　災害時にジェンダーの視点がどのように求められるのかについて、自治体の危機管理・防災部署と男女共同参画部署・センター職員はもちろん、各部署横断的な職員研修として、学習機会を設けることも重要です。被災者支援は、あらゆる分野にまたがること、避難所運営の支援にも従事する必要もあることから、部署の垣根を越えた情報共有が求められます。

　特に、2012年度に内閣府男女共同参画局が策定作業を進めた、「男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針」（2013年５月公表予定）は、自治体向けの指針ですが、自治体以外の関係者にも活用できる内容となっており、有効なツールといえます。

【処方箋－４】地域コミュニティ等での防災計画等の決定過程や地域組織の運営への参画

　災害時の共助の要となる、地域組織（自治会・町内会・自主防災組織）の役員はほとんどが男性です。特に地域の防災計画や備蓄物資の決定、防災訓練などの年間事業の計画や運営を決めるにあたり女性が参画する率は極めて低いのが現実です。男女双方の視点で意思決定や運営が行うことができるよう、自主防災組織の役員への女性の参画を進める必要があります。また自主防災リーダー向け研修での啓発や、女性リーダーの育成も重要です。特に避難所運営組織については必ず女性が参画するように、地域防災計画や避難所運営マニュアル等に明記し、実際の防災訓練もこれに則って進めることが必要であり、障害者、子育て世代、外国人など多様な参加も促します。

	

	参考１

➣　「男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針」（2013年５月公表予定）

　　（内閣府男女共同参画局）

➣　東日本大震災女性支援ネットワーク「防災計画への提言」「復興計画への提言」

　　http://risetogetherjp.org/?cat=20
➣　『女性の視点からの防災対策のススメ』（大分県生活環境部県民生活男女共同参画課発行）http://www.pref.oita.jp/soshiki/13100/jyosei-bousai.html 
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	参考２

防災基本計画（女性に関わる部分のみ抜粋）

（2012年９月中央防災会議決定）

 第１編　総則 
第３章　防災をめぐる社会構造の変化と対応

○人口の偏在、少子高齢化、グローバリゼーション、情報通信技術の発達等に伴い我が国の社会情勢は大きく変化しつつある。国、公共機関及び地方公共団体は、社会情勢の変化に伴う災害脆弱性の高まりについて十分配慮しつつ防災対策を推進するものとする。とりわけ、次に掲げるような変化については、十分な対応を図ることとする。

（略）

　・地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を図るため、地方防災会議の委員への任命など、防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現場における女性や高齢者、障害者などの参画を拡大し、男女共同参画その他の多様な視点を取り入れた防災体制を確立する必要がある。

 第２編　震災対策編 
第１章　災害予防

第３節　国民の防災活動の促進

２　防災知識の普及、訓練

　(４)　防災知識の普及、訓練における災害時要援護者等への配慮

　　　○防災知識の普及、訓練を実施する際、高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産婦等災害時要援護者に十分配慮し、地域において災害時要援護者を支援する体制が整備されるよう努めるとともに、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努めるものとする。

３　国民の防災活動の環境整備

　(１)　消防団、自主防災組織、自主防犯組織の育成強化

　　　○消防庁及び地方公共団体は、地域における消防防災の中核として重要な役割を果たす消防団の施設・装備・処遇の改善、教育訓練体制の充実、青年層・女性層を始めとした団員の入団促進等消防団の活性化を推進し、その育成を図るものとする。

　　　○地方公共団体は、自主防災組織の育成、強化を図り、消防団とこれらの組織との連携を通じて地域コミュニティの防災体制の充実を図るものとする。また研修の実施等による防災リーダーの育成、多様な世代が参加できるような環境の整備等により、これらの組織の日常化、訓練の実施を促すものとする。その際、女性の参画の促進に努めるものとする。

第２章　災害応急対策

第５節　避難収容活動

２　避難場所

　(２)　避難場所の運営管理

　　　○地方公共団体は、避難場所の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等に配慮するものとする。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、避難場所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難場所の運営に努めるものとする。

３　応急仮設住宅等

　(３)　応急仮設住宅の運営管理

　　　○地方公共団体は、各応急仮設住宅の適切な運営管理を行うものとする。この際、応急仮設住宅における安心・安全の確保、孤立死や引きこもりなどを防止するための心のケア、入居者によるコミュニティの形成及び運営に努めるとともに、女性の参画を推進し、女性を始めとする生活者の意見を反映できるよう配慮するものとする。また、必要に応じて、応急仮設住宅における家庭動物の受入れに配慮するものとする。災害時要援護者の参画を促進するものとする。

第６節　物資の調達、供給活動

　○被災者の生活の維持のため必要な食料、飲料水、燃料、毛布等の生活必需品等を調達・確保し、ニーズに応じて供給・分配を行えるよう、関係機関は、その備蓄する物資・機材の供給に関し、相互に協力するよう努めるとともに、以下に掲げる方針のとおり活動する。なお、被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得た物資の調達に留意するものとする。また、夏季には扇風機等、冬季には暖房器具、燃料等も含めるなど被災地の実情を考慮するとともに、災害時要援護者等のニーズや、男女のニーズの違いに配慮するものとする。

第３章　災害復旧・復興

第１節　地域の復旧・復興の基本方針の決定

　○被災地の復旧・復興は、地方公共団体が主体となって、住民の意向を尊重しつつ協同して計画的に行い、国はそれを支援するものとする。その際、男女共同参画の観点から、復旧・復興のあらゆる場・組織に女性の参画を促進するものとする。併せて、障害者、高齢者等の参画を促進するものとする。

第３節　計画的復興の進め方

２　防災まちづくり

　○地方公共団体は、再度災害防止とより快適な都市環境を目指し、住民の安全と環境保全等にも配慮した防災まちづくりを実施するものとする。その際、まちづくりは現在の住民のみならず将来の住民のためのものという理念のもとに、計画作成段階で都市のあるべき姿を明確にし、将来に悔いのないまちづくりを目指すこととし、住民の理解を求めるよう努めるものとする。併せて、障害者、高齢者、女性等の意見が反映されるよう、環境整備に努めるものとする。

抜粋：池田恵子
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